３　普通会計財務書類
　　中頓別町の平成２３年度決算に基づく普通会計財務書類４表については、「新地方公会計制度研究会報告書」における「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作成要領」に基づき作成しています。

（１）基本的事項
　　　①対象となる会計

　　　　普通会計（一般会計、自動車学校事業特別会計）を対象としています。

　　　　普通会計以外の特別会計（国民健康保険事業特別会計、水道事業特別会計、下水道事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、国民健康保険病院事業会計）は含みません。

　　　②対象年度

　　　　平成２３年度末（平成２４年３月３１日）を基準日として作成しています。なお、出納整理期間（平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日）における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。
　　　③作成基礎データ

　　　　使用した数値は、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表（決算統計）」、並びに平成２３年度決算書等の数値を用いています。

　　　④減価償却

　　　　土地以外の有形固定資産については、総務省方式改訂モデルにより定められた耐用年数を用いて、減価償却を行っています。
（２）貸借対照表（ＢＳ・バランスシート）
　　　①科目解説
　　　　〔資産の部〕
　　　　 １　公共資産

　　　　　（１）有形固定資産

　　　　　　　　道路や学校ほか公共施設などの建物や土地など、長年にわたって行政サービスを提供するために使用する資産

　　　　　（２）売却可能資産

　　　　　　　　町が所有する普通財産のうち、現在民間等に貸付している財産分を固定資産評価額の基に算出
　　　　２　投資等

　　　　  （１）投資及び出資金
　　　　　 　　 公営企業や外部の団体等に出資している残高

　 　　　 （４）長期延滞債権

　　　　 　　　 納期限から１年以上経過しても歳入がなされない町税や使用料など

　　 　　 （５）回収不能見込額

　　　 　　　　 長期延滞債権や未収金のうち、過去の不能欠損実績から算定した額

　　　 　３　流動資産

　　　  　　③歳計現金

　　　　　    　 一会計年度の一切の収入又は支出に係る現金。便宜上、当該年度の歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額を計上している
　　   　　（２）未収金

　　　　　   　　町税や使用料などの未収金のうち、当該年度分のもの

　　　　〔負債の部〕

　　　　 １　固定負債

　　　　　（１）地方債

　　　　　　　　町の借入金である地方債現在高から翌年度予定元金償還額を控除したもの

　　　　　（３）退職手当引当金

　　　　　　　　年度末に職員全員が普通退職した場合の退職金総額

　　　　２　流動負債

　　　　　（１）翌年度償還予定地方債

　　　　　　　　１年以内に償還期限が到来する地方債の元金償還額

　　　　　（５）賞与引当金

　　　　　　　　将来生じる期末勤勉手当見込額（翌年６月支給分の支給対象期間である１２月から翌年５月までのうち、翌年３月までの分）

　　　 〔純資産の部〕

　　　　 １　公共資産等整備国道補助金等

　　　　　　　　町が行う建設事業等公共資産の整備に充てられた国・道支出金

　　　　 ２　公共資産等整備一般財源等

　　　　　　　　町が行う建設事業等公共資産の整備に充てられた国・道支出金や地方債以外のもの

　　　　 ３　その他一般財源等

　　　　　　　　公共資産の整備以外の目的で投入された一般財源等の額
　　　　　　　　（資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計）

　　　　 ４　資産評価差額

　　　　　　　　公共資産について有形固定資産から売却可能資産に計上替えした場合の変動額など

　　　②説　明
　　　〔資産の部〕　　　２１５億３，７１４万円
　　　　・公共資産　　　１９２億３，１５５万円

　　　　・投資等　　　　　１３億１，７１３万円

　　　　・流動資産　　　　　９億８，８４６万円

　　　　　中頓別町の普通会計が保有する資産は、２１５億３，７１４万円であり、そのうち公共資産の１９２億３，１５５万円が資産全体の８９．３％占めています。公共資産を行政目的別で見ると、生活インフラ・国土保全（道路など）１０２億９，４０４万円、産業振興（農業農村整備・林道など）４１億６，５９６万円、教育（学校、社会教育・体育施設など）２１億１，３５５万円が大部分を占めています。
　　　　　投資等は、特定の目的のために積み立てた基金１１億２，１２９万円が大部分を占めています。
　　　　　流動資産は、現金預金である財政調整基金（年度間の財源の不均衡を調整するための基金）２億２，７３６万円と減債基金（地方債の償還を計画的に行うための基金）６億１，４２４万円が大半を占めています。
　　　　　長期延滞債権及未収金は、町税及び公営住宅使用料などの滞納分を計上し、そのうち今後回収が困難と思われる金額を回収不能見込額（過去の不能欠損実績から算定した額）として計上しています。

　　
〔負債の部〕　　　　５６億　　２４５万円

　　　　・固定負債　　　　４８億３，４３２万円

　　　　・流動負債　　　　　７億６，８１３万円

　　　　

　　　　　資産のおよそ１/３は負債でまかなわれており、そのうち地方債（固定負債の地方債と流動負債の翌年度償還予定地方債の合計）は４８億３，０７１万円で、８６．２％を占めています。
〔純資産の部〕　　　　　　　　　１５９億３，４６９万円

　・公共資産等整備国道補助金等　　６８億２，０４４万円

　・公共資産等整備一般財源等　　１０６億４，００７万円
　・その他一般財源等　　　　　　▲１５億６，２９８万円

　・資産評価差額　　　　　　　　　　　　３，７１６万円

　公共資産等の整備に国道からの補助金と一般財源等を合わせて１７４億６，０５１万円が投入されています。また、将来自由な財源として使用できる「その他一般財源等」はマイナスであり、既に将来の財源の一部が使われていることを表しています。しかし、臨時財政対策債など一般財源を補うための地方債が負債の部に計上されていることが原因になっています。
　　　③分　析

　　　　・純資産比率

　　　　　　この比率は安全性分析の一指標で、総資産に占める純資産の割合を示す指標です。一般的にこの比率が高いほど返済義務のある負債の割合が低く、安全性が高いと言えます。


　　　　　比率　＝　（　　純資産合計　　÷　　資産合計　　）　×　１００

　　　　 74.0％　　　159億3,469万円　　　215億3,714万円

　　　　・社会資本形成の将来世代負担比率

　　　　　　社会資本形成を表す公共資産のうち、地方債による形成割を算定することにより、将来返済しなければならない今後の世代の負担割合を示す指標となります。この比率が低いほど将来世代の負担が少ないと言えます。
　　　　　　平均的な値として、15％～40％であるとされています。


　　　　比率　＝　（　地方債残高　　÷　　公共資産合計　　）　×　１００

　　　 25.1％　　　48億3,071万円　    192億3,155万円

　　　

　・歳入額対資産比率

　　　　　　資産形成に何年分の歳入が充当されてきたかを見ることにより、その団体の社会資本整備の充実度を見ることができます。比率が高いほど整備が進んでいると考えられますが、反面将来世代に維持管理が多く発生することになります。
　　　　　　平均的な値は、3.0年～7.0年であるとされています。


　　　　　比率　＝　（　　資産合計　　　÷　　　歳入総額　　）　

　　　　 5.7年　　　　215億3,714万円　　  37億6,825万円

　・町民一人あたりの将来負担

　　　　　　負債合計から現金・預金を除して、人口で割ることによって、町民一人あたりの将来負担額を見ることができます。


　　負担額　＝　（　　負債合計　－　現金預金計　　÷　人口（Ｈ22国調）　）　

　 234万円　　　　56億 245万円　 9億8,520万円   　    1,974人
　
（３）行政コスト計算書（ＰＬ・プロフィットアンドロス）

　　　①項目解説
　　　　〔経常行政コスト〕

　　　　 １　人にかかるコスト

　　　　　　・人件費

　　　　　　・退職手当引当金繰入等

　　　　　　・賞与引当金繰入額

　　　　 ２　物にかかるコスト

　　　　　　・物件費

　　　　　　・維持補修費

　　　　　　・減価償却費

　　　　 ３　移転支出的なコスト

　　　　　　・社会保障給付

　　　　　　　医療費助成、子ども手当などに要する経費

　　　　　　・補助金等

　　　　　　・他会計等への支出額

　　　　　　・他団体への公共資産整備補助金等
　　　　 ４　その他のコスト

　　　　　　・支払利息

　　　　　　・回収不能見込計上額

　　　　　　　不能欠損となった町税等

　　　　　　・その他行政コスト

　　　　〔経常収益〕

　　　　 １　使用料・手数料
　　　　 ２　分担金・負担金・寄附金　　

　　　　〔純経常行政コスト〕

　　　　　　・経常行政コストから経常収益を差し引いた金額で、税収などの一般財源で賄うべきコスト

　　　②説　明

　　　　 １　目的別行政コストの状況

　　　　　　　 経常行政コストの総額は３０億８，１４２万円であり、その中でももっとも大きいのは産業振興が６億５，８９３万円で全体の２１．４％を占めています。次に生活インフラ・国土保全が５億６，６７４万円で１８．４％となっています。
	目　　的
	金額（千円）
	構成比

	生活インフラ・国土保全
	566,739
	18.4％

	教育
	213,799
	6.9％

	福祉
	557,278
	18.1％

	環境衛生
	452,031
	14.7％

	産業振興
	658,929
	21.4％

	消防
	121,915
	4.0％

	総務
	377,209
	12.2％

	議会
	54,259
	1.8％

	その他
	79,260
	2.5％

	行政コスト合計
	3,081,419
	100.0％


　　　　 ２　性質別行政コストの状況

　　　　　　　 性質別では、「移転支出的なコスト」が１３億７，８３７万円で全体の４４．７％を占めています。次に「物にかかるコスト」が１１億８，７４８万円で３８．５％、「人にかかるコスト」が４億３，７６６万円で１４．２％となっています。
	性　　質
	金額（千円）
	構成比

	人にかかるコスト
	437,664
	14.2％

	物にかかるコスト
	1,187,478
	38.5％

	移転支出的なコスト
	1,378,373
	44.7％

	その他のコスト
	77,904
	2.6％

	行政コスト合計
	3,081,419
	100.0％


　　　　 ３　純経常行政コストの状況

　　　　　　　 経常行政コストから経常的な行政活動にかかる受益者の負担となる使用料・手数料及び分担金等の合計１０，８８０万円を控除した純経常行政コストは２９億７，２６２万円となっています。
　（４）純資産変動計算書（ＮＷＭ・ネットウォースマトリクス）

　　　①説　明

　　　　 １　純経常行政コストと財源

　　　　　　 　純経常行政コストの金額に対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程度あるかを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度まかなわれているかがわかります。

　　　　　　　 中頓別町では、純経常行政コスト２９億７，２６２万円に対して、地方税などの一般財源と補助金等受入の合計が３０億４，６１１万円であり、財源不足が生じていないことがわかります。
　　　　 ２　臨時損益

　　　　　　　 災害復旧事業費の損失及び公共資産の売却による利益を計上しています。

　　　　 ３　科目振替

　　　　　　　 上記１、２に記載した事項が主な純資産の変動になりますが、資本的な収入及び支出に伴う純資産内部の振替が発生します。

　　　　　　　 主なものとして、「公共資産整備への財源投入」では、１億１，９７５万円の一般財源が公共資産整備の一般財源に使われたことがわかります。また、「地方債償還に伴う財源振替」は、これまで公共資産整備の財源として発行してきた地方債６億２，０６４万円を一般財源で償還したため、これが公共資産等整備一般財源等に使われたことを表しています。一方、「減価償却による財源増」は、８億３，８０９万円の減価償却のうち、国道補助金等を財源とする２億９，５１５万円、一般財源等を財源とする５億４，２９４万円が公共資産等整備国道補助金等及び公共資産等整備一般財源等からその他一般財源等へ振り替えられています。
　（５）資金収支計算書（ＣＦ・キャッシュフロー）

　　　①説　明

　　　　 １　経常的収支の状況

　　　　　　　 人件費、物件費及び扶助費（社会保障給付）などの日常の行政サービスを行うに当たっての必要な経費が支出として計上され、それを賄うための収入（財源）として地方税や交付税などが計上されています。

　　　　　　　 中頓別町では、支出金額が大きい順に、補助金等６億５１４万円、人件費４億６，１３４万円、他会計等への事務費等充当財源繰出支出４億１，４８８万円などとなっており、合計で２１億４，２４１万円の経常的な支出があることがわかります。一方、収入では地方交付税２３億３９７万円、国道補助金等２億６，４２３万円などとなっており、かなりの部分を国等に依存していることがわかります。
　　　　　　　 経常的収入の合計は３３億２，３１８万円であり、経常的収支差額１１億８，０７７万円が公共資産整備や地方債償還などに充当されることになります。

　　　　 ２　公共資産整備収支の状況
　　　　　　　 社会資本を整備する公共資産整備支出、他会計への繰出金等のうち建設費に充てられたものが支出として計上され、それを賄うための収入（財源）として国道補助金等及び地方債発行額などが計上されています。
　　　　　　　 中頓別町では、支出の大部分が公共資産整備支出であり３億５，１８７万円が計上されています。合計では３億５，３３７万円が公共資産整備のために支出されていることがわかります。一方、収入では国道補助金等１億６，５４１万円、地方債発行額６，６７０万円などが計上されており、合計額は２億４，０３２万円となっています。この結果、公共資産整備収支の額は１億１，３０５万円の赤字となっており、これを一般財源で賄っていることになります。
　　　　 ３　投資・財務的収支の状況

　　　　　　　 借金の返済額、基金への積立額などが支出として計上され、それを賄うための収入（財源）として貸付金の回収額や基金取崩額などが計上されています。

　　　　　　　 中頓別町では、支出として地方債償還額７億５，４３７万円のほか、基金積立額が１億８，２５７万円が計上されており、借金返済が支出の大部分を占めていることがわかります。一方、収入では貸付金回収額２，０００万円、基金取崩額１，５４９万円のほかは目立った収入がなく、投資・財務的収支額は１０億４，２７６万円の赤字となっており、これを一般財源で賄っていることになります。
　　　　 ４　当年度歳計現金増減額の状況

　　　　　　 　上記１～３により、中頓別町では平成２３年度の１年間で２，４９６万円の歳計現金が増加し、期末歳計現金残高は１億４，３６０万円となっています。

　　　　 ５　基礎的財政収支（プライマリーバランス）の状況

　　　　　　　 資金収支計算書に注記されている基礎的財政収支は、「収入総額（繰越金を除く）から地方債発行額及び財政調整基金等取崩額を除いたもの」から「支出総額から地方債元利償還額及び財政調整基金等積立額を除いたもの」を差し引いて算出します。
　　　　　　　 この収支がゼロあるいはプラスであれば持続可能な財政運営であるとされています。

　　　　　　　 中頓別町の場合、１年間で２，４９６万円の歳計現金が増加しており、また地方債元利償還額８億３，１０５万円が地方債発行額２億６，４７４万円を上回っていることなどにより、基礎的財政収支は６億３，４８５万円のプラスとなっています。

